
主目的 6 29 4

副目的

款 項 目 大 中

○ ○

○

無

単位

千円

人

千円

人

千円

千円

％

千円

千円

千円

7,330

費用合計

0.10

人件費

従事者数

人件費

従事者数

0.10

費
用

0

直接経費

00

0.000.00

一部又は全部委託

実施・運営
方法

勤労者の健全な育成並びに福利厚生の充実と向上に寄与する団体及び企業への支援
を行った。
２２年度決算額
・勤労青少年の日行事委託　　　　　　　310,000円
・中小企業退職金共済制度助成金   8,468,000円
職員は雇用対策協議会事務局として、勤労青少年の日行事の企画・運営・実施に関っ
た。

目的
（対象をどの様
な状態にするの

か）

内容
（手段）

指定管理・外郭団体

勤労者の福利厚生の充実と向上を図る。

名称：　　　Ｎ Ｐ Ｏ ・ そ の 他

総合計画
分野別計

画

予算区分 1 1

産業振興

市が直接実施・運営

根拠法令・個別計画

商工業

5

名称：小牧市雇用対策協議会　　　　

勤労青少年福祉法、小牧市中小企業退職金共済制度促進助成規則、小牧市労働団体等事業費補助金交付要綱、小牧市事業主・従業員等高度健康診断補助金交付要綱

2 1

会計区分 一般

平成１２年度以前 平成３０年度以降～事業期間

事業番号

勤労者福祉事業

072

平成２３年度事業シート（概要説明書）《※平成２２年度実施事業》

市民産業部

事
　
　
業
　
　
の
　
　
概
　
　
要

受益者負担 内容

事務事業名

0

一般財源

0
財
源

11,109

0

コ
　
　
ス
　
　
ト

11,109

7,866

163.6

12,876

その他財源

12,340

Ｈ23予算額Ｈ21決算額

0.10

12,876

0

0

担当係

事業類型

雇用対策・勤労者福祉を充実する

一般会計

地域住民組織

536536 536

Ｈ22決算額

10,573

0

7,866

0.00

対前年比

商工課

商工労政係

担当部

担当課

正職員

その他職員

国・県支出金



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

単位

目標

実績

目標

実績

二
次
評
価

判定理由 若者の就職活動支援策の実施など事業内容に改善の余地があるため。

B 市が実施(改善が必要)

成果指標名

事業を廃止・
休止したとき

の影響

・上記の理由により、勤労青少年の日事業は廃止・休止の影響は無いと判断した。
・中小企業退職金共済制度助成事業を廃止した場合は、同共済制度への加入を見送る
事業者が発生することが予想され、勤労者福祉の低下につながる。

判定理由

市が実施(現状維持又は充実)

事
業
の
自
己
評
価

（
一
次
評
価

)

今後の事業
の方向性

（今後の取組
み・改善計画

等）

判　　　定 A

・中小企業退職金共済制度助成事業については、引続き継続する。
・勤労者福祉事業については、若者の就職活動支援策実施がより重要な課題となって
いることから、そちらの事業実施へ移行していく。

・勤労青少年の日事業については、上記の理由により廃止した。中小企業退職金共済
制度助成事業は、今後件数の減少はあるものの、中小事業所に勤務する勤労者の退
職金を確保するために必要な助成であるため、継続する。

中小企業退職金共済制度助成

勤労青少年の日の参加勤労者数

事業目的の
達成状況

・レジャーや価値観の多様化により、勤労青少年の日事業は当初の目的を達成したもの
として、平成22年度を最後に廃止した。
・中小企業退職金共済制度助成件数は減少した。

-

138

勤労青少年の日の参加勤労者数 人
100

111

100 100

-

業
　
　
　
　
績

件
成
果
指
標

中小企業退職金共済制度助成

活
動
指
標

活動指標名

H21

68

125

111

-

-100

-

-

H23

-

H22

H23H22

-

68

125138

判　　　定

H21

人

件
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